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 本工事は、確認資料の簡素化の取組として、
申請書及び確認資料のうち、本年度、一度提
出した確認資料と同様の内容の確認資料の提
出を省略することができる試行工事である。
 本工事は、入札書と技術提案書等（以下「技
術提案」という。）の提出を同時に行う試行工
事である。
 本工事は、施工箇所が点在する工事であり、
工事箇所ごとに共通仮設費及び現場管理費を
算出している工事である。
 本工事の施工に当たり、１日未満で完了す
る作業量の作業が見込まれ、施工パッケージ
型積算基準と乖離があった場合において、１
日未満で完了する作業の積算の適用について
監督職員と協議し、設計変更することができ
る。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正の試行工事の対象とし、日最高気温の
状況に応じた現場管理費の補正を行う対象工
事である。
 概略積算方式の試行について 本工事は、
積算作業が煩雑となる工種や、現場条件に
よって数量精査が必要となる工種を対象とし
て、当該工種の積算を率計上とすることで、
当初発注時の積算作業や入札手続の省力化・
合理化を図り、受発注者の負担軽減・作業の
平準化を図る「概略積算方式」の試行工事で
ある。
 本工事は、契約手続に係る書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工事
である。
なお、電子契約システムによりがたい場合
は、発注者の承諾を得て紙契約方式に代える
ものとする。

２ 競争参加資格
次に掲げる全ての条件を満たしている者又は
次に掲げる条件を満たしている二者若しくは三
者により構成された特定建設工事共同企業体
（以下「特定ＪＶ」という。）であって九州農政
局長から特定ＪＶとして資格認定を受けた者で
あること。
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、第70条中、特別の理由がある場合
に該当する。

 九州農政局管内における対象工事種別に係
る令和７・８年度一般競争（指名競争）参加
資格を付与されている有資格者業者のうち、
「土木一式工事」の確認を受けている者又は
九州農政局管内における対象工事種別に係る
令和７・８年度一般競争（指名競争）参加資
格の受付において申請を行い受理されている
もので、開札時までに「土木一式工事」の確
認を受けている者であること。
なお、開札時において、令和７・８年度一
般競争（指名競争）参加資格のうち「土木一
式工事」の確認を受けていない者が行った入
札は、競争に参加する資格を有しない者が
行った入札として「無効」とする。
ただし、会社更生法（平成14年法律第154

号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ
ている者又は民事再生法（平成11年法律第
225号）に基づき再生手続開始の申立てがな
されている者については、手続開始の決定後、
九州農政局長が別に定める手続に基づく一般
競争（指名競争）参加資格の再確認を受けて
いること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。ただし、上記の再確認を受けた者を
除く。
 九州農政局における「土木一式工事」に係
る令和７・８年度一般競争（指名競争）参加
資格の確認の際に、客観的事項（共通事項）
について算定した客観点数が、1200点以上で
あること。ただし、特定ＪＶの場合、代表者
以外の構成員における土木一式工事の客観点
数は900点以上であること。（上記の再確認
を受けた者は、当該再確認後の客観点数が要
件を満たしていること。）
 施工実績
ア 平成23年４月１日から令和８年３月31日
（過去15年間）までに元請として完成・引
渡しが完了した次に掲げる同種工事の施工
実績を有すること。特定ＪＶにあっては、
全ての構成員は、少なくとも次の要件を全
て満たす者でなければならない。
 発注工事に対応する建設業法（昭和24
年法律第100号）の許可業種につき、許
可を有しての営業年数が少なくとも５年
以上であること。

 発注工事を構成する一部の工種を含む
工事について元請としての一定の実績が
あり、かつ、当該工事と同種の工事を施
工した経験を有する者であること。
 発注工事に対応する建設業法の許可業
種に係る監理技術者又は国家資格を有す
る主任技術者を専任で配置し得る者であ
ること。
なお、経常建設共同企業体にあっては、
構成員のうち１者が同種工事の施工実績
を有すること。また、共同企業体として
の施工実績は出資比率が20％以上の場合
のものに限る。

イ 同種工事とは、「軟弱地盤処理工事」又は
「護岸工事」とし、規模は問わないものと
する。
また、当該実績が各地方農政局（沖縄総
合事務局（農林水産部）を含む。）の発注し
た工事である場合にあっては、工事成績評
定表の評定点が入札説明書に示す点数未満
のものは、施工実績として認めない。

 次に掲げる基準を満たす監理技術者又は主
任技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。ただし、建設業法施行令第27条第２項に
該当する場合は、その限りではない。
ア 配置予定技術者の資格
 監理技術者（監理技術者資格者証及び
監理技術者講習修了証を有する者）
ａ １級国家資格者（土木施工管理技士、
建設機械施工技士）
ｂ 技術士のうち下記の資格を有する者
・建設部門
・農業部門（選択科目を「農業農村工
学」、「農業土木」とするものに限る。）
・森林部門（選択科目を「森林土木」
とするものに限る。）
・水産部門（選択科目を「水産土木」
とするものに限る。）
・総合技術監理部門（選択科目を建設
部門に係るもの、農業「農業農村工
学」及び「農業土木」、森林「森林
土木」又は水産「水産土木」とする
ものに限る。）

ｃ 国土交通大臣特別認定者

 主任技術者 に示す要件に該当する
者又は以下に示すいずれかの資格を有す
る者
ａ ２級国家資格者（土木施工管理技士
（土木）、建設機械施工技士）
ｂ 指定学科（土木工学に関する学科）
を卒業後、土木一式工事で下記の実務
経験を有する者
ⅰ 高等学校（旧実業学校を含む。）、
専修学校専門課程 ５年以上
ⅱ 高等専門学校（旧専門学校を含
む。）、専門士 ３年以上
ⅲ 大学（旧大学を含む。）、高度専門
士 ３年以上

ｃ 10年以上、土木一式工事の実務経験
を有する者
ｄ これらと同等以上の資格を有する者
と国土交通大臣が認定した者

イ 配置予定技術者の施工経験 工 事 経 験
は、平成23年４月１日から令和８年３月31
日（過去15年間）までに元請として完成・
引渡しが完了した下記ウに掲げる同種工事
の工事経験を有すること。ただし、同種工
事の工事経験として１年未満の工期におい
ては１／２以上、１年以上の工期において
は６か月以上の従事期間の工事経験を有す
ること。
ウ 同種工事とは、「土工事」とし、規模は問
わないものとする。

 入札説明書に示す課題に対する技術的所見
が適正であること。
 本工事に共同企業体として資料を提出した
場合、その構成員は単体として資料を提出す
ることができない。
 申請書の提出期限の日から開札時までの期
間に「九州農政局工事請負契約指名停止等措
置要領（平成15年９月１日付け15九総第412
号）」に基づく指名停止を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者（受託者が設計共同体である場合にお
いては、当該設計共同体の各構成員をいう。
以下同じ。）又は当該受託者と資本若しくは人
事面において関連がある建設業者でないこ
と。
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